
 

資料２－３－３ 

優先評価化学物質４２番「ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン酸）Ｎ，Ｎ’－エチレンビス 1 

（チオカルバモイルチオ亜鉛）（別名ポリカーバメート）」生態影響に係る 2 

リスク評価（一次）評価Ⅱの進捗報告 3 

 4 

令和２年１月 5 

 6 

＜概要＞ 7 

○評価対象物質について 8 

優先評価化学物質通し番号 42 としてはビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン酸）Ｎ，Ｎ’9 

－エチレンビス（チオカルバモイルチオ亜鉛）（別名ポリカーバメート）（以下、「ポリカーバメー10 

ト」という。）が指定されている。親化合物であるポリカーバメートと、変化物の一つであるイミ11 

ダゾリジン－２－チオンを評価対象物質として設定した。 12 

 13 

○有害性評価について 14 

ポリカーバメートの生態影響に係る有害性評価値は、既存の有害性データから水生生物に対す15 

る予測無影響濃度（PNEC）0.000009 mg/L を導出した。また、変化物イミダゾリジン－２－チ16 

オンについては同様に PNEC 0.064 mg/L（64 µg/L）を導出した。 17 

 18 

○暴露評価について 19 

化審法の届出情報及び PRTR情報等に基づく予測環境中濃度（PEC）の計算を行った。 20 

 21 

○リスク推計結果について 22 

淡水域における排出源ごとの暴露シナリオによる評価では PEC が PNEC を超過する地点はな23 

かった。様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる評価は行わなかった1。 24 

環境モニタリングはイミダゾリジン－２－チオンの実測濃度のみ得られており、PNECを超過25 

する地点はなかった。 26 

 27 

 28 

＜今後の対応について＞ 29 

本物質は漁網防汚剤に用いられており、欧米や OECD加盟国等のリスク評価で使用実績がある30 

数理モデル MAMPEC（Marine Antifoulant Model to Predict Environmental Concentrations）31 

を用いた濃度推計手法について検討を行っている。現在は濃度を推計する対象海域の設定方法に32 

ついて経済産業省、環境省及び NITE で調整中であり、調整を終え次第報告する。また、ポリカ33 

ーバメートについては令和元年度に環境モニタリングが実施されている。 34 

今後はMAMPECを用いた濃度推計及び環境モニタリングデータに基づく評価を行うこととす35 

る。  36 

                                                   
1 ポリカーバメートの PRTR届出外排出量（漁網防汚剤）は全て海域へ排出されるが、様々な排出源の影響を含

めた暴露シナリオに用いられる G-CIEMSは淡水域の濃度推計に用いられるため、評価を行わなかった。また、

PRTR届出排出量は全て大気に排出されるが、本物質では水中では速やかに分解するとされている。大気中では

ポリカーバメートとして、水中では分解物として存在すると考えられるが、G-CIEMSに入力する物理化学的性

状は媒体毎に異なる値を用いることができないため、評価を行わなかった。 
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１. 評価対象について 1 

表 1 評価対象物質の同定情報 2 

評価対象物質構造 

  

評価対象物質名称 

ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン

酸）Ｎ，Ｎ’－エチレンビス（チオカルバモイ

ルチオ亜鉛）（別名ポリカーバメート） 

イミダゾリジン－２－チ

オン 

分子式 C10H18N4S8Zn2 C3H6N2S 

優先評価化学物質通し番号 42 － 

CAS 登録番号 64440-88-6 96-45-7 

 3 

２. 物理化学的性状、濃縮性及び分解性についてについて 4 

２．１ ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン酸）Ｎ，Ｎ’－エチレンビス（チオカルバモイ5 

ルチオ亜鉛）（別名ポリカーバメート） 6 

表 2 モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ 7 

項目 単位 採用値 詳細 
評価 Iで用い

た値(参考) 

分子量 － 581.61 － 581.61 

融点 ℃ 143.4 1) 測定値（OECD TG 102） 143.4 1) 

沸点 ℃ －（測定不可）1) 230℃付近で褐色に変化 － 

蒸気圧 Pa 1.53×10-10 2) MPBPVPによる推計値 1.53×10-10 2) 

水に対する溶解度 mg/L 2.7 1) 20℃での測定値 2.7 1) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ 1.53 2) KOWWINによる推計値 1.53 2) 

ヘンリー係数 Pa･m3/mol 8.82×10-13 2) HENRYWINによる推計値 8.82×10-13 2) 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 824 2) KOCWINによる推計値 824 2) 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 4.748 2) BCFBAFWINによる推計値 4.748 2) 

生物蓄積係数(BMF) － 1 3) logPowと BCFから設定 1 3) 

解離定数(pKa) － － 解離性の基を有さない物質 － 

※ 平成 30年度第 2回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー会議 8 
（平成 30年 10月 12日）、平成 30年度第 3回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、 9 
蓄積性等のレビュー会議（平成 31年 3月 28日）及び令和元年度第 1回優先評価化学物質のリスク評価に用いる 10 
物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー会議（令和元年 10月 25日）で了承された値 11 

1) METI(2004)    3) MHLW, METI, MOE(2014) 12 
2) EPI Suite(2012)  13 

 14 

表 3 分解に係るデータのまとめ 15 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

OHラジカルとの反応 0.05 

AOPWIN (V.1.92)1)により推計。反応速

度定数の推定値から、OHラジカル濃度

を 5×105 molecule/cm3として算出 

オゾンとの反応 NA  

硝酸ラジカルとの反応 NA  

水中 水中における総括分解半減期 NA  

参考情報 
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機 序 別 の

半減期 

生分解 NA 殺菌剤 2) 

加水分解 NA すぐに変化 2) 

光分解 NA  

土壌 

土壌における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 NA  

加水分解 NA  

底質 

底質における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 NA  

加水分解 NA  

※ 平成 30年度第 2回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー会議 1 
（平成 30年 10月 12日）、平成 30年度第 3回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、 2 
蓄積性等のレビュー会議（平成 31年 3月 28日）及び令和元年度第 1回優先評価化学物質のリスク評価に用いる 3 
物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー会議（令和元年 10月 25日）で了承された値 4 

1) EPI Suite(2012)     5 
2) METI(2004)     NA:情報が得られなかったことを示す 6 

 7 

２．２ イミダゾリジン－２－チオン 8 

表 4 モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ 9 

項目 単位 採用値 詳細 

評価 Iで用

いた値(参

考) 

分子量 － 102.16 － － 

融点 ℃ 198 1) 測定値 － 

沸点 ℃ 240 1) 101.3 kPaでの測定値 － 

蒸気圧 Pa 0.0468 2) 
測定値である融点及び沸点を用

いた 20℃での推定位置 
－ 

水に対する溶解度 mg/L 27,400 1) 20℃での測定値 － 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ -0.67 1) 測定値 － 

ヘンリー係数 Pa･m3/mol 0.034 2) 推計値 － 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 13 3) 

土壌（silt loam soil）での推定

値 
－ 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 1.8 4) 濃縮度試験における測定値 － 

生物蓄積係数(BMF) － 1 5) logPowと BCFから設定 － 

解離定数(pKa) － 1.6  － 

※ 令和元年度第 1回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー会議 10 
（令和元年 10月 25日）で了承された値 11 

1) ECHA     4) MITI(1982) 12 
2) EPI Suite(2012)   5) MHLW, METI, MOE(2014) 13 
3) HSDB    14 

表 5 分解に係るデータのまとめ 15 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

OHラジカルとの反応 0.13 

AOPWIN (V.1.92)1)により推計。反応速

度定数の推定値から、OHラジカル濃度

を 5×105 molecule/cm3として算出) 

オゾンとの反応 NA  

硝酸ラジカルとの反応 NA  

水中 

水中における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 NA  

加水分解 NA  

光分解 NA  
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土壌 

土壌における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 28 未馴化の好気的な条件下での最大値 2) 

加水分解 NA  

底質 

底質における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 112 水中生分解半減期の 4倍と仮定 

加水分解 NA  

※ 令和元年度第 1回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー会議 1 
（令和元年 10月 25日）で了承された値 2 

1) EPI Suite(2012)     3 
2) Howard(1991)     NA:情報が得られなかったことを示す 4 

 5 

３. 排出源情報 6 

 親化合物であるポリカーバメートの排出源情報は以下のとおり。（変化物の一つであるイミダゾ7 

リジン－２－チオンは、ポリカーバメートが全量分解すると仮定。） 8 

 9 

図 １ 化審法届出情報 10 

 11 

表 6 化審法届出情報に基づく評価Ⅱに用いる出荷数量と推計排出量 12 

用途番号-

詳細用途

番号 

用途分類 詳細用途分類 

平成 28 年度 

出荷数量 

（トン／年） 

推計排出量 

（トン／年） 

※( )は、うち水域へ

の排出量 
 製造  225 0.00045 (0.00023) 

17-c 船底塗料用防汚剤、漁網用防汚剤 漁網用防汚剤 237 213 (213) 

計   

 13 

 14 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

輸入数量 80 121 118 58 94 118 12

製造数量 257 265 160 147 155 159 225
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 1 

※ 平成 28年度の届出事業者数は 12事業者である。 2 

また、1kg以下は「0」トンと表記している。 3 

  図 ２ PRTR 制度に基づく排出・移動量の経年変化 4 

 5 

表 7 PRTR届出外排出量の内訳（平成 28年度） 6 

 7 

 8 

 9 

  10 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

推計_移動体 0 0 0 0 0 0 0

推計_家庭 0 0 0 0 0 0 0

推計_非対象業種 422.54 369.444 394.507 232.281 232.167 287.408 233.956

推計_対象業種 0 0 0 0 0 0 0

届出_廃棄 3.616 4.061 1.812 1.031 1.677 1.922 2.734

届出_下水 0 0 0 0 0 0 0

届出_埋立 0 0 0 0 0 0 0

届出_土壌 0 0 0 0 0 0 0

届出_水域 0 0 0 0 0 0 0

届出_大気 14.91 1.6 0 0 0 0 0

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450
500

排
出
 
移

動
量

ト
ン
/年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

対

象

業

種

の

事

業

者




の

す

そ

切

り

以

下

農

薬

殺

虫

剤

接

着

剤

塗

料

漁

網

防

汚

剤

洗

浄

剤

・

化

粧

品

等

防

虫

剤

・

消

臭

剤

汎

用

エ

ン

ジ

ン

た

ば

こ

の

煙

自

動

車

二

輪

車

特

殊

自

動

車

船

舶

鉄

道

車

両

航

空

機

水

道

オ

ゾ

ン

層

破

壊

物

質

ダ

イ

オ

キ

シ

ン

類

低

含

有

率

物

質

下

水

処

理

施

設

移動体 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家庭 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

非対象業種 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 233.956

対象業種（すそ切り） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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４. 有害性評価 1 

４．１ ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン酸）Ｎ，Ｎ’－エチレンビス（チオカルバモイ2 

ルチオ亜鉛）（別名ポリカーバメート） 3 

表 8 有害性情報のまとめ 4 

 水生生物に対する毒性情報 

PNEC 0.000009 mg/L 

キースタディの毒性値 0.00045 mg/L【1】 

不確実係数積（UFs） 50 

（キースタディの 

エンドポイント） 
生産者（藻類）の生長速度に対す

る無影響濃度（NOEC） 

 5 

４．２ イミダゾリジン－２－チオン 6 

表 9 有害性情報のまとめ 7 

 水生生物に対する毒性情報 

PNEC 0.064 mg/L 

キースタディの毒性値 3.2 mg/L【2】 

不確実係数積（UFs） 50 

（キースタディの 

エンドポイント） 
一次消費者（甲殻類）の繁殖阻害
に対する無影響濃度（NOEC） 

 8 

 9 

５. リスク推計結果の概要 10 

５．１ 排出源ごとの暴露シナリオによる評価 11 

表 10 PRTR届出情報に基づく生態に係るリスク推計結果（ポリカーバメート） 12 

 リスク懸念箇所数 排出源の数 

水生生物に対するリスク推計結果 0 12 

 13 

表 11 PRTR届出情報に基づく生態に係るリスク推計結果（イミダゾリジン－２－チオン） 14 

 リスク懸念箇所数 排出源の数 

水生生物に対するリスク推計結果 0 12 

 15 

５．２ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる評価 16 

 ポリカーバメートの PRTR届出外排出量（漁網防汚剤）は全て海域へ排出されるが、様々な17 

排出源の影響を含めた暴露シナリオに用いられる G-CIEMS は淡水域の濃度推計に用いられ18 

るため、評価を行わなかった。また、PRTR 届出排出量は全て大気に排出されるが、本物質19 

では水中では速やかに分解するとされている。大気中ではポリカーバメートとして、水中で20 

は分解物として存在すると考えられるが、G-CIEMS に入力する物理化学的性状は媒体毎に21 

異なる値を用いることができないため、評価を行わなかった。 22 

  23 

５．３ 環境モニタリングデータによる評価 24 

 直近 5 年及び過去 10 年分のポリカーバメートに係る水質モニタリングデータは得られな25 
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かったため、環境モニタリングデータによる評価は実施していない。 1 

 直近 5 年のイミダゾリジン－２－チオンに係る水質モニタリングデータを用いて 2 

PEC/PNEC 比を求めたところ、PEC/PNEC 比≧1となる地点はなかった。 3 

 4 

表 12 環境モニタリングに基づく生態に係るリスク推計結果（イミダゾリジン－２－チオン） 5 

PEC／PNEC 比の区分 水生生物 

1≦PEC/PNEC 0 

0.1≦PEC/PNEC＜1 0 

PEC/PNEC＜0.1 15 

 6 

 7 
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